
 

 

 

 

平成２９年度 組織改正について 

 

 

  ＜新＞ ＜旧＞ 組織改正の主な理由 

企

画

部 

企画調整課 企画調整課 現行の長期基本計画の

検証・評価ならびに政策

立案のための調査・研究

などを行うため、計画担

当を新設する。 

 企画担当（主査）制  企画担当（主査）制 

 計画担当（主査）制【新設】  

  

広報広聴課 広報広聴課 報道およびシティプロ

モーションを二つの柱

として、区の魅力発信・

ＰＲをさらに強化して

いくため、報道・プロモ

ーション担当を新設す

る。 

報道・プロモーション担当【新設】  

 広報広聴担当（主査）制  広報広聴担当（主査）制 

 情報公開担当（主査）  情報公開担当（主査） 

 シティプロモーション担当（主査）   シティプロモーション担当（主査）  

 区民相談室  区民相談室 

  

地 
域 
振 

興 

部 

戸籍住民課 戸籍住民課 戸籍および住基事務に

係る証明発行事務の統

合など、係編成の単位を

機能別に見直す。 

 戸籍届出係  戸籍届出係 

 住民異動係【新設】  戸籍証明係 

 証明交付係【新設】  住民票係 

  個人番号カード担当（主査） 

  

商業・ものづくり課 

 

商業・ものづくり課 

産業活性化担当 

中小企業向け支援の担

当係を一元化するとと

もに、創業支援等につい

て担当主査を設けるな

ど、課内の係編成を見直

す。 

 管理係  管理係 

  経営相談係 

 商店街支援係  商店街支援係 

 中小企業支援係【新設】  

 創業支援担当（主査）【新設】  

 産業活性化担当（主査）  

 就業担当（主査）  就業担当（主査） 

  企業支援係 

  産業活性化担当（主査） 

  

文
化
ス
ポ
ー
ツ
振
興
部 

文化観光課 文化観光課 観光施策の一層の推進

をするため、観光担当か

ら観光推進係に体制を

変更する。 

 文化振興係  文化振興係 

 生涯学習係  生涯学習係 

 観光推進係【名称変更】  観光担当 
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企 画 部 企 画 調 整 課 



 

 

子
ど
も
未
来
部 

子ども育成課 

児童相談所移管担当【新設】 

子ども育成課 

 

児童相談所移管に向け

た体制整備および施設

整備等を機動的に進め

るため、児童相談所移管

担当を新設する。 

 庶務係  庶務係 

 児童相談係  児童相談係 

 育成支援係  育成支援係 

 児童相談所移管担当（主査）【新設】  

  

子ども家庭支援課 子ども家庭支援課 ひとり親家庭の相談対

応や就労支援等を強化

するため、ひとり親相談

担当を新設する。 

 家庭支援係  家庭支援係 

 ひとり親相談担当（主査）【新設】 
 

 児童手当係  児童手当係 

 医療助成係  医療助成係 

  
 

福 

祉 

部 

福祉計画課 福祉計画課 地域包括ケアシステム

の構築の推進を目的と

して、２つの係を統合し

た地域包括ケア推進係

を新設する。 

 地域包括ケア推進係【新設】  庶務係 

  地域福祉推進担当（主査） 

 指導担当（主査）  指導担当（主査） 

 施設計画担当（主査）制  施設計画担当（主査）制 

 民生委員担当（主査）  民生委員担当（主査） 

 臨時給付金担当（主査）制  臨時給付金担当（主査）制 

  

障害者福祉課 障害者福祉課 障害福祉計画の策定、障

害児者総合支援施設の

建設準備などを迅速に

進めるため、障害者施策

推進担当を新設する。 

障害者施策推進担当【新設】  

 障害者福祉係  障害者福祉係 

 福祉改革担当（主査）  福祉改革担当（主査） 

 障害者相談係  障害者相談係 

 知的障害者福祉担当（主査）  知的障害者福祉担当（主査） 

 療育支援担当（主査）  療育支援担当（主査） 

 精神障害者福祉担当（主査）  精神障害者福祉担当（主査） 

 重症心身障害者通所事業担当（主査）  

 

 重症心身障害者通所事業担当（主査）  

 

都
市
環
境
部 

木密整備推進課 木密整備推進課 沿道不燃化担当の所掌

業務において、広域避難

所周辺の不燃化対応が

主要業務の一つとなっ

ていること等を踏まえ、

係名を変更する。 

   沿道不燃化担当（主査） 

 木密整備担当（主査）制  木密整備担当（主査）制 

 不燃化促進担当（主査）【名称変更】 
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